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「第１号訪問事業（指定相当訪問型サービス）」・「自費サービス」 

重  要  事  項  説  明  書 

 

（１）事業者（法人）の概要 

  法 人 名：社会福祉法人 宗越福祉会 

  法人所在地：竹原市吉名町宗越７９３番地 

  電 話 番 号：（０８４６）２５－１９３３ 

  ＦＡＸ番号：（０８４６）２５－１００５ 

  代表者氏名：理事長  西川 洋美 

 

（２）事業所の概要 

事業所の種類：第１号訪問介護事業（介護予防訪問介護相当サービス） 

  事業所の名称：むなこし訪問介護事業所（事業所番号 ３４７０７００２７３） 

  事業所所在地：竹原市吉名町７９３番地 

  管理者氏名 ：西川 浩 

  開設年月日 ：平成６年４月１日 

 

（３）事業の目的 

   社会福祉法人宗越福祉会が開設するむなこし訪問介護事業所（以下「事業所」という。）

が行う指定訪問介護の事業及び竹原市、東広島市の介護予防・日常生活支援総合事業にお

ける指定第１号訪問事業（以下「事業」という。）、自費サービスの適正な運営を確保する

為に人員及び管理運営に関する事項を定め、事業所の介護福祉士又は訪問介護員研修の修

了者（以下「訪問介護員等」という。）が、要介護状態（指定第１号訪問事業にあっては

要支援状態等）にある高齢者に対し、適正な指定訪問介護及び指定第１号訪問事業並びに

自費サービスを提供することを目的とする。 

 

（４）第１号訪問事業の運営方針 

１. 基本方針として、利用者の心身機能の改善、環境調整等を通じて、要支援状態等に  

  ある高齢者（以下「契約者」という。）の自立を支援し、生活の質の向上に資するサ 

  ービス提供を行い、契約者の意欲を高めるような適切な働きかけを行うとともに、契 

  約者の自立の可能性を最大限引き出す支援を行うこととする。 

２. 実施手順に関する具体的方針として、サービス提供の開始に当たり、契約者の心身 

  状況等を把握し、個々のサービスの目標、内容、実施機関を定めた個別計画を作成す 

るとともに、個別計画の作成後、個別計画の実施状況の把握（モニタリング）をし、 

モニタリング結果を地域包括センターまたは居宅介護支援事業所（以下「指定介護予 

防支援事業者」という。）へ報告することとする。 
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３. サービスの提供に当たっては、契約者の心身機能、環境状況を把握し、介護保険以  

  外の代替サービスを利用する等効率性・柔軟性を考慮した上で、利用者のできること 

は利用者が行うことを基本としたサービス提供に努めるものとする。 

 

（５）職員体制                

 常 勤 非 常 勤 業 務 内 容 

管 理 者 １名（他事業所と兼務）  事業の運営管理および総括 

サービス提供責任

者 

１名 

介護福祉士 

１名 

介護福祉士 

第１号訪問介護（介護予防訪問介

護相当サービス）計画の作成等。 

訪 問 介 護 員 

1名 

介護福祉士 

（他事業所と兼務） 

２名 

介護福祉士 

(サ責兼務１名含む） 

第１号訪問介護（介護予防訪問介

護相当サービス）の提供。 

事 務 職 員 １名（他事業所と兼務）  
第１号訪問介護支給費等の請求事

務及び通信連絡事務等。 

 

（６）サービス提供時間            

営  業  日 月曜日～日曜日 （１２月３０日から１月３日までを除きます。） 

受 付 時 間 午前８時３０分～午後５時３０分 

サービス提供時間帯 
月曜日～日曜日  通常の時間帯 午前８時～午後６時 

（介護予防訪問介護計画に基づく時間帯はこの限りではありません。） 

 

（７）通常の事業、自費サービスの実施地域 

通常の事業、自費サービスの実施地域は竹原市及び東広島市安芸津町とします。但し、

自費サービスによる受診の付き添いの場合等については、実施地域以外でもサービスを提

供する場合があります。 

 

（８）事業のサービス内容と利用料金 

  １．サービス内容 

   ○介護予防訪問介護計画の作成 

    ・契約者に係わる指定介護予防支援事業者が作成した介護予防サービス・支援計画等 

     （以下「ケアプラン」という。）に基づき、契約者の意向や心身の状況等のアセス 

     メントを行い、援助の目標に応じて具体的なサービス内容を定めた介護予防訪問介 

     護計画を作成します。 

   ○身体介護 

    ・食事介助：食事摂取に伴う一部介助または、全介助。食事の後片付け。 
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    ・入浴介助：入浴（全身浴・部分浴）の介助や清拭（身体を拭く）、洗身や洗髪、浴 

槽の簡単な後始末。 

    ・排泄介助：トイレへの誘導、使用物品の準備、排泄の介助、おむつの交換。 

    ・更衣介助：上着、下着の更衣の介助。 

    ・身体整容：日常的な行為としての身体整容。 

    ・体位変換：床ずれ予防の為の体位変換。 

    ・移動・移乗介助：室内の移動、車いす等への移乗の介助。 

    ・服薬介助：配剤された薬の確認、服薬のお手伝い、服薬の確認。 

    ・起床・就寝介助：ベッドへの誘導、ベッドからの起き上がりの介助。 

   ○生活援助 

    ・買い物：日用品等の買い物（購入先、金額の確認、釣り銭の確認）、薬の受け取り。 

    ※買い物に伴う金銭管理には十分注意し、常に契約者またはその家族等の確認を得な

がら行います。 

    ・調 理：一般的な調理、配下膳。 

  ・掃 除：契約者の使用する範囲の居室内、トイレ、床頭台等の清掃、ゴミだし準     

       備、後片付け、シーツ交換、換気、室温、日当たりの調整。 

    ・洗 濯：洗濯機又は手洗いによる洗濯、洗濯物の乾燥（物干し）、洗濯物の取り入

れと収納、アイロン掛け。 

    ・その他：衣類の整理（夏、冬物の入れ替え）、被服の簡単な補修（ボタンつけ、破

れの補修）、その他のサービス。 

    ・介護相談、援助等。 

  ◎事業においては、自立支援の観点から、契約者ができる限り自ら家事等を行うことがで

きるように支援することを目的としています。その為、上記のサービスは、例えば契約

者が行う調理を訪問介護員が見守りながら一緒に行う等、ご契約者がその有する能力を

最大限活用することができるような方法によって行います。 

２．利用料金 

    サービス利用料は、国が定めた公定価格（介護報酬）を基に計算され、介護負担割合  

   証に応じた 1 割から 3 割の額を負担していただきます。また、サービス地域別に設定

された１単位当たりの単価が反映されます（自己負担額＝第１号訪問介護事業利用単位

数の合計から加算・減算を行い算定した単位数×負担割合×地域別の単位の単価）。介

護予防訪問介護計画において位置づけらえた支給区分によって次のとおりとなります。 

（料金料金表）＊月額定額制  １割負担の場合                            

支給区分 
Ⅰ 

（おおむね週１回） 

Ⅱ 

（おおむね週２回） 

Ⅲ 

（おおむね週３回） 

利用料金 １,１７６単位 ２,３４９単位 ３,７２７単位 

※竹原市は地域区分単価（その他）単位 10円を適応。 
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※東広島市安芸津町は地域区分単価（7級地）１単位 10.21円を適応。 

※月ごとの定額制となっている為、月の途中から利用を開始した月の途中で終了した 

     場合であっても、以下に該当する場合を除いては、原則として、日割り計算は行い 

     ません。 

 一 月途中に要介護から要支援に変更となった場合。 

 二 月途中から要支援から要介護に変更となった場合。 

 三 同一保険者管内での転居等により事業所を変更した場合。 

※月途中で要支援度が変更となった場合には、日割り計算により、それぞれの単価に 

 基づいて利用料を計算します（要支援２の方が支給区分Ⅲの利用途中で、要支援１ 

     に変更になった場合には、支給区分Ⅰ又は支給区分Ⅱの利用となります）。 

※初回加算・・・200 単位⁄月 

 ・新規に介護予防訪問介護計画を作成した利用者に 対して、サービス提供責任者 

  が初回もしくは初回訪問に属する月に訪問介護を行なった場合に加算。 

 ・訪問介護員等が訪問介護を行う際にサービス提供責任者が同行訪問した場合に加  

  算。 

※介護職員処遇改善加算Ⅰロ…所定の利用料に対して（28.7％）を加算。 

 ・介護職員等の処遇改善を目的とした賃金改善を実施するとともに、キャリアパス  

  要件、月額賃金改善要件、職場環境等要件及び生産性向上に関する要件等、厚生 

  労働大臣が定める基準を満たし、加算額については、介護職員等の賃金改善に充 

  てるとともに、研修体制の整備、資格取得支援、ICT活用による業務効率化、多 

  様な働き方の推進、健康管理対策等、職員が安心して働き続けられる職場環境の 

  整備に活用します。 

※ 同一建物居住者に対する減算・・・所定単位数に（10％）を減算。 

   ・事業所と同一建物の利用者またはこれ以外の同一建物の利用者２０人以上にサ 

ービスを行う場合。 

  ※高齢者虐待防止措置未実施減算・・・所定単位数の（1％）を減算。 

 ・虐待防止に向けての取り組みとして、高齢者虐待防止の為の対策を検討する委員 

  会を定期的に開催していない、高齢者虐待防止の為の指針を整備していない、高 

  齢者虐待防止の為の年１回以上の研修を実施していない、または高齢者虐待防止 

  措置を適正に実施する為の担当者を置いていない事実が生じた場合。 

    ※業務継続計画未実施減算・・・所定単位数の（1％）を減算。 

   ・感染症もしくは災害のいずれか、または両方の業務継続計画が未策定の場合、か 

    つ、当該業務継続計画に従い必要な措置が講じられていない場合。 

※ 利用予定日の前日は０円、利用予定日の当日は利用者負担額の５０％の金額をキ 

ャンセル料としていただきます。ただし、利用者様の体調の様態の急変など、や 

むを得ない事情がある場合は、キャンセル料は不要とします（支払い：介護保険 

サービスに準ずる）。 
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３．交通費 

通常の実施地域にお住まいの方は無料です。 

通常の実施地域以外にお住まいの方で、当事業所のサービスを利用される場合は、通常 

の実施地域を越えた地点から路程１キロメートル当たり２０円を実費として徴収させ 

ていただきます。 

４．その他の費用 

契約者は、サービス提供についての記録をいつでも閲覧できますが、複写物を必要と 

   する場合には実費をご負担していただきます（１枚につき ： １０円）。 

５．利用料金のお支払い方法 

  利用料金・交通費等は、１か月ごとに計算し、翌月の請求とさせていただきます。 

※ 支払い方法は指定頂いた本人名義の口座より翌月２６日に引き落としとさせて

いただきます（金融機関が休日の場合は翌営業日）。 

    ※ 残高不足により引き落としができなかった場合は翌月 7 日までに当事業所の指

定口座へお振込みいただくこととなります。 

 

（９）自費サービス 

   介護保険制度では対応できないサービスを、契約者の希望に応じて提供する「自費 

サービス（給付対象外サービス）」としての利用がいただけます。このサービスは、費用 

を全額自己負担していただくものです。 

１． サービスの内容 

 本人以外の居室の清掃等の家事援助や受診等の外出支援、その他困りごとを相談 

ください。 

２． 利用料金 

  利用料金は、10 分 550 円（消費税込み）。 

３． 申し込み 

  このサービスをご希望の場合は、担当のケアマネジャー、または当事業所のサービス 

提供責任者まで相談ください。 

４． 留意事項 

    給付対象サービス利用中の時間内に、自費サービスを同時に行うことはできません。 

介護保険サービスとは別の時間での提供をさせて頂きます。 

 

（１０）緊急時の対応 

   訪問介護従事者は、事業の実施中に、契約者の病状に急変、その他緊急事態が生じた

時は、速やかに家族等へ連絡・主治医に連絡する措置を講ずるとともに、管理者に報告

いたします。 
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（１１）事故発生時の対応 

１．事業所は、契約者に対する事業の提供により事故が発生した場合は、市町村、契約者 

の家族、契約者に係る介護予防支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講 

じます。 

２．事業者は、前項の事故及び事故に際して採った処置についての記録をとります。 

３．事業者は、契約者に対して事業の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害 

  賠償を速やかに行います。 

 

（１２）その他の必要事項 

１．事業または自費サービス利用に際して必要な、水道、ガス、電気等の費用は契約者の 

  負担となります。  

２．個人情報の取り扱いについて事業所の従業者は、厚生労働省令ガイドライン等の趣旨 

  と事業者が定めるサービスにかかる個人情報に関する諸規則を遵守します。 

 

（１３）苦情の受付と解決方法について 

  １．手順について 

①苦情の受付は、面接・電話・書面（意見箱設置）等により随時受け付  

    けます。  

②苦情等内容について苦情申出人の意向を確認致します。  

③苦情受付担当者は、受け付けた苦情等を苦情解決責任者と第三者委員（  

    苦情申出人が第三者委員への報告を拒否した場合を除く）に報告します。 

    第三者委員は内容を確認し、苦情申出人に対して、報告を受けた旨を通  

    知します。  

④苦情解決責任者は、苦情申出人と誠意を持って話し合い、解決に努めま  

    す。  

⑤必要があれば第三者委員への報告・助言を求めます。  

⑥苦情に対する再発防止策の策定を行います。  

⑦苦情内容、話し合いの結果、改善・再発防止策等の記録を作成します。 

     ※  当法人で解決できない苦情は、下記行政の受付に申し立てることがで

きます。  

２．受付について 

①当事業所におけるご相談・要望・苦情は以下の専用窓口で受け付けています。 

事 業 所  むなこし訪問介護事業所 

電話番号 （０８４６）２５－１９３３ 

担  当  井手元 真弓（サービス提供責任者） 

責 任 者  西川 浩（管理者） 

受付日時  月曜日～土曜日（年末年始を除く） 

  ８時３０分～１７時３０分 
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②行政の受付 

竹原市   竹原市役所市民福祉部地域支えあい推進課介護保険係 

所在地   竹原市中央５丁目６番２８号 

電話番号  ０８４６－２２－７７４３ 

受付日時  月曜日～金曜日（祝日、年末年始を除く） 

  ８時３０分～１７時３０分 

 

東広島市  東広島市役所健康福祉部介護保険課 

所在地   東広島市西条栄町８番２９号 

電話番号  ０８２－４２０－０９３７ 

受付日時  月曜日～金曜日（祝日、年末年始を除く） 

  ８時３０分～１７時３０分 

 

広島県国民健康保険団体連合会（介護保険課） 

所在地   広島市中区東白島１９番４９号 国保会館 

電話番号  ０８２－５５４－０７８３ 

受付日時  月曜日～金曜日（祝日、年末年始を除く） 

  ８時３０分～１７時３０分 

③第三者委員 

        八代 恵子（宗越福祉会評議員） 

        電話番号  ０８４６－２２－０６２７ 

 

       阿波村  英樹（宗越福祉会監事）  

       電話番号  ０８４６－２２－０００７ 

 

（１４）身体拘束の制限について  

サービスの提供に当たり、利用者または他の利用者等の生命または身体を保護保護する

為、やむを得ない場合を除き、身体拘束等を行ってはならないこととし、身体拘束等を行

う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身状況並びに緊急やむを得ない理由

を記録する。 

 

（１５）虐待防止について 

   事業所は、利用者等の人権の擁護・虐待の予防のために、次に掲げる通り必要な措置を 

講じます。 

 ①虐待防止に関する責任者を選定しています。 

    虐待防止に関する責任者：訪問介護事業所 管理者 西川 浩 

    虐待防止に関する窓口：サービス提供責任者 

③ 成年後見制度の利用を支援します。 
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④ 苦情解決体制を整備しています。 

④ 定期的に虐待防止のための委員会を開催します。 

⑤ 虐待防止に関する責任者を選定します。 

⑥ 虐待防止のための研修を定期的に実施します。 

⑦ 虐待防止のための指針を整備します。 

 

（１６）ハラスメントについて 

   ハラスメントに関する事業者の取り組みとして職場内でのハラスメント対策を行いま 

す。利用者、家族または身元保証人等から、事業所及びそのサービス従事者、その他関係 

者に対し、故意に暴力や暴言等の法令違反、その他著しく常識を逸脱する行為を行った場 

合はサービス利用を一時中止もしくは契約を解除します。 

（１７）感染症の予防及びまん延防止のための措置 

   感染所の予防及びまん延等の関する取り組みの徹底を求める観点から必要時の委員会 

の開催、事業者としての指針の整備、研修の実施、訓練（シュミレーション）の実施等取

り組みます。感染予防の観点等から、利用者様の同意がある場合、必要に応じてオンライ

ンツール等を活用して担当者会議を行います。その際、個人情報の適切な取り扱いには十

分に留意いたします。 

 

（１８）業務継続計画の策定等   

   感染症又は非常災害の発生において、利用者に対する指定介護の提供を継続的に実施す  

  る為の非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（「業務継続計画」）を策定し、そ 

  の計画に従い必要な措置を講じます。事業者は、職員に対し業務継続計画について周知す 

  るとともに必要な研修及び訓練を実施します。事業所は、定期的に業務継続計画の見直し 

  を行い必要に応じて計画の変更を行います。 

 

（１９）認知症基礎研修の受講の義務付け 

   介護に関わる全ての者の認知症対応力を向上させていくため、介護サービス事業者に、

介護に直接携わる職員のうち医療・福祉関係の資格を有さない者について、認知症介護

基礎研修を受講させるために必要な措置を講じる。資格を有さない全ての従業員に研修

を受講させるとともに、新たに採用した従業員が資格を有してない場合、採用後 1 年を

経過するまでに研修を受講させます。 
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 令和  年   月   日 

 

第１号訪問事業（指定相当訪問型サービス）、自費サービスの提供開始にあたり、契約者、代理人

に対して重要事項の説明を行いました。 

 

         説  明  者   氏 名                  印 

 

 

上記内容の説明を受け、同意しました。 

 

         契  約  者   氏 名                  印 

 

         代  理  人   氏 名                  印 

     続 柄 

 

 

 


